
各国の財政健全化に向けた取組について 

資料２ 



【Ｇ20サンクトぺテルブルク・サミット（ 2013年9月5日、6日 ）】 
 ○首脳宣言（仮訳） 

 先進国において財政の持続可能性を確保しつつ、より強固
で持続可能な回復を実現することは、引き続き極めて重要で
ある。合意に沿って、全ての先進国は、信頼に足る意欲的な
各国個別の中期的な財政戦略を策定した。これらの戦略は、
債務対GDP比を持続可能な道筋に乗せつつ、経済成長と雇
用創出を支えるため、短期的な経済状況を勘案し、機動的に
実施される。… 

 

 ○アクションプラン（仮訳） 
 合意に沿って、全ての先進国は、中期にわたり債務対GDP
比を安定化または縮減させることに向けられた戦略を提示し
た。…日本は、2020年度までにプライマリー・バランスの黒字
を達成した後、政府債務対GDP比を安定的に縮減することを
目指す。… 

各国の財政健全化に向けた取組① 

フロー目標 ストック目標 

目標年次 内容 目標年次 内容 

日本 
以外の 
先進国 

2013年 
財政赤字 
を半減 

2016年 

債務残高 
対GDP比 
を安定化 
又は低下 

 

 
日本 

2015年度 
PB赤字 
を半減  

2021年度
以降 

国・地方の 
公債等残高 
対GDP比 
を安定的 
に低下 

 
2020年度 

 
PB 

黒字化 

遅い 遅い 緩い 

○ 先進国は、リーマン・ショックを受けて悪化した財政の立て直しを進めるため、2010年６月のトロント・サミットにおいて、
財政健全化のための計画にコミット。日本の財政健全化目標は、他の先進国と比べ、目標年次が遅く、内容も緩やか。 

【Ｇ20トロント・サミット（2010年6月26日、27日）】 
 ○首脳宣言（仮訳） 

 …先進国は、2013年までに少なくとも赤字を半減させ、2016
年までに政府債務の対GDP比を安定化又は低下させる財政
計画にコミットした。 
 日本の状況を認識し、我々は、成長戦略とともに最近発表さ
れた日本政府の財政健全化計画を歓迎する。深刻な財政課
題がある国は、健全化のペースを加速する必要がある。 
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2 （出典）OECD Economic Outlook 95により作成。日本は2013年以降、それ以外の国々は2014年以降が推計値。 
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英国 

米国 

日本 

財政収支対GDP比（一般政府） 

○ OECDの統計によると、リーマン・ショック後の日本の財政健全化のペースは、各国と比べ遅い。  

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

ドイツ ▲ 0.1 ▲ 3.1 ▲ 4.2 ▲ 0.8 0.1 0.0 ▲ 0.2 0.2 

イタリア ▲ 2.7 ▲ 5.4 ▲ 4.4 ▲ 3.6 ▲ 2.9 ▲ 2.8 ▲ 2.7 ▲ 2.1 

フランス ▲ 3.3 ▲ 7.5 ▲ 7.0 ▲ 5.2 ▲ 4.9 ▲ 4.3 ▲ 3.8 ▲ 3.1 

英国 ▲ 5.1 ▲ 11.2 ▲ 10.0 ▲ 7.9 ▲ 6.3 ▲ 5.9 ▲ 5.3 ▲ 4.1 

米国 ▲ 7.2 ▲ 12.8 ▲ 12.2 ▲ 10.7 ▲ 9.3 ▲ 6.4 ▲ 5.8 ▲ 4.6 

日本 ▲ 1.9 ▲ 8.8 ▲ 8.3 ▲ 8.8 ▲ 8.7 ▲ 9.3 ▲ 8.4 ▲ 6.7 



（出典）OECD Economic Outlook 95により作成。日本は2013年以降、それ以外の国々は2014年以降が推計値。 

○ OECDの統計によると、日本の債務残高対ＧＤＰ比は、他の先進国と比べ、最悪の水準。  
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

日本 171.1  188.7  193.3  209.5  216.5  224.6  229.6  232.5  

イタリア 118.9  132.4  131.1  124.0  142.2  145.5  147.2  147.4  

フランス 79.3  91.4  95.7  99.3  109.3  112.6  115.1  116.1  

米国 72.6  85.8  94.6  98.8  102.1  104.3  106.2  106.5  

英国 57.3  72.1  81.7  97.1  101.6  99.3  101.7  103.1  

ドイツ 69.9  77.5  86.2  85.8  88.5  85.9  83.9  79.8  
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日本 
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  財政収支対GDP比▲3％ 財政健全化に向けた具体的な方策 

ドイツ 2011年に達成 ・財政健全化に向けた基本方針（2011～14年度）策定。 
・失業給付や行政経費抑制や、原子力発電事業者に対する課税や各種優遇税制見直し等。 

フランス 2015年が達成年限（達成見込み） 
※達成年限は2回後倒し 

・複数年財政計画法（2011～14年度）策定。 
・歳出対前年度名目伸び率ゼロ（国債費・公務員年金給付除く）。 
・付加価値税率の引上げ（19.6%⇒20.0%）や富裕税の引上げ。 

イタリア 2013年に達成 ・財政健全化策（2011～14年度）策定。 
・医療費や地方交付金の抑制や、付加価値税率の引上げ（20.0%⇒22.0%）等。 

スペイン 2016年が達成年限（達成見込み） 
※達成年限は3回後倒し 

・公務員人件費・失業手当削減等。 
・付加価値税の引上げ（16.0%⇒21.0%）。 

ポルトガル 2015年が達成年限（達成見込み） 
※達成年限は2回後倒し 

・EU・IMFからの支援に伴う経済調整プログラム実施（2011年～）。 
・公務員人件費・年金支給額削減や、付加価値税の非課税対象品目の見直し等。 

【フロー基準値】 財政収支対GDP比▲3％以内 

⇒見通し 

（出典）実績はEuro Stat、見通しは各国安定化プログラム 

スペイン 

フランス イタリア 

ドイツ 

▲3％ 

⇒見通し 

ポルトガル 

スペイン 

ポルトガル フランス 

イタリア 

ドイツ 

（出典）実績はEuro Stat、見通しは各国安定化プログラム 

【ストック基準値】 債務残高対GDP比60％以内 

60％ 

（％） （％） 

（年） （年） 

4 

○ 欧州諸国は、財政健全化のための具体的な方策を定め、域内の健全化目標（マーストリヒト基準）に向かって、達成で
きる見通しを立てている。 
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  フロー目標 ストック目標 根拠 

日本  PB（国・地方） 
 ⇒ ①2015年度までに赤字対GDP比半減 

（2010年度比）   
    ②2020年度までに黒字化 

 公債等残高（国・地方）対GDP比 
 ⇒ 2021年度以降、安定的に引下げ 
 

 中期財政計画 
 （閣議了解） 

米国  直近の2015年度予算教書には、具体的な目標なし 
 ※ 2014年度予算教書には、10年間で合計4兆ドルの財政赤字（連邦政府）を削減するとの目標あり 

 大統領予算教書 

英国  構造的経常財政収支※１（公的部門）対GDP比  
 ⇒ 5年間の見通し期間内で均衡化 

 純債務残高（公的部門）対GDP比  
 ⇒ 2015年度中に減少させ、持続可能性を確保 

 予算責任・会計検査法 
 ⇒予算責任憲章 
  （下院決議による承認） 

ＥＵ  域内の財政健全化目標（①財政収支（一般政府）対GDP比▲3％、②債務残高対GDP比60％）を規定 
 毎年、中期財政目標を定めた「安定化プログラム」を欧州委員会に提出することを義務付け 
 財政収支均衡又は黒字化（構造的財政収支対GDP比※２▲0.5％以内でも可）を各国憲法等で規定することを
義務付け 

 欧州連合機能条約 
 安定成長協定 
 財政協定 

ドイツ  構造的財政収支（連邦政府）対GDP比  
 ⇒ 2016年より▲0.35％以下 

 債務残高（連邦政府）対GDP比  
 ⇒ ①2017年末までに70％以下  
     ②2014年から10年以内に60％以下 

 連邦基本法（憲法） 
 安定化プログラム2014 

フランス  財政収支（一般政府）対GDP比  
 ⇒ 2015年までに▲3％以下 
 構造的財政収支（一般政府）対GDP比 
 ⇒ 2017年までに均衡 

 債務残高（一般政府）対GDP比  
 ⇒ 2018年より60％超の部分を直近3ヵ年平均 
   1/20以上削減 

 財政プログラム及びガバ
ナンスに関する組織法 

 ⇒ 複数年財政計画法 
 安定化プログラム2014 

イタリア  財政収支（一般政府）  
 ⇒ 均衡又は黒字化 又は 
 構造的財政収支（一般政府）対GDP比 
 ⇒ ▲0.5％以下 

 債務残高（一般政府）対GDP比  
 ⇒ 60％超の部分を直近3ヵ年平均 
   1/20以上削減 

 憲法 
 安定化プログラム2014 

※１ 構造的経常財政収支とは、構造的財政収支から、公共事業等の資本支出を除いたもの。  
※２ 構造的財政収支とは、実際の財政収支から、景気によって変動する要因や一時的な要因を除いたもの。   

各国の財政健全化に向けた取組⑤ 
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● 『予算責任・会計検査法』（抄） 
１．予算責任憲章 
（１）財務省は財政政策の策定や実施、国債管理政策に関する文書である予算責任憲章（以下、「憲章」）を策定しなければならない。 
（２）憲章においては、特に以下について定めなければならない。 
 (b) 財政政策に関する財務省の目的を達成するための手法（財政目標） 
（７）憲章は下院の決議によって承認されるまでは効力を持たない。 
 

● 『予算責任憲章』（抄） 
３．政府の財政政策の枠組み 
３．２．財務省が今議会において財政政策に関して負っているマンデートは、2010年６月22日の予算において示されているとおり、 
 ・５年の見通し期間で、構造的経常財政収支を均衡させること 
３．３．債務残高が急増している今日、財務省の財政政策のマンデートは以下のマンデートにより補足される。 
 ・公的部門の純債務残高対GDP比が2015年度中に減少するようにし、財政を持続可能な道筋に乗せること 

    英国  

各国の財政健全化に向けた取組 

 
● 直近の『2015年度大統領予算教書』には、具体的な財政健全化目標は掲げられていないものの、引き続き財政赤字を削減し
ていく旨が記載されている。なお、『2014年度大統領予算教書』には、10年間で合計4兆ドルの財政赤字（連邦政府）を削減すると
の目標が掲げられていた。 

 

【参考】 『2014年度大統領予算教書』（抄） 
＜大統領の予算教書メッセージ＞ 
  （略）いわゆる「財政の崖」について交渉した際に、4兆ドルの財政赤字を減少させる目標を達成するための、バランスがとれた包括的な
案を再び提示した。この案は現在も審議中である。（略） 

 

＜賢明かつバランスの取れた財政赤字削減策＞ 
 （略）様々な機会で、大統領は財政赤字4兆ドル削減という目標を達成するための包括的な計画を提示してきた。（略） 

    米国  
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● 『財政プログラム及びガバナンスに関する組織法』（抄） 
第１条 憲法第34条に定める公共財政の会計均衡の目標を尊重し、財政計画法は（中略）一般政府中期目標を定める。財政計画法は、かか
る中期目標の実現を目指し、上記条約の定めに従い、公共財政会計の複数年にわたる国民経済計算上の構造的財政収支及び現実の財
政収支の推移を定め（中略）る。 

 

● 『複数年財政計画法』（抄） 
第２条 一般政府中期目標とは（中略）構造的財政収支のことである。（中略）公共財政の推移は以下のとおり。 
 第１号 一般政府の現実の財政収支及び構造的財政収支 

 
 
 
 
 

    フランス  
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● 『連邦基本法（憲法）』（抄） 
第109条  
（３）連邦及び州の予算は、原則として信用からの収入によることなく収支を均衡させなければならない。（中略）連邦予算についての詳細は、
信用からの収入が名目国内総生産の0.35％を超えない場合には第1文の規定に合致することを基準として、第115条により定める。（略）  
第115条  
（２）収入と支出とは、原則として信用からの収入によることなく均衡させなければならない。信用からの収入が名目国内総生産の0.35％を超
えない場合には、当該原則に合致する。加えて、通常の状態から逸脱した景気の推移に際して、予算に対するその影響を好況及び不況い
ずれの場合においても等しく考慮に入れなければならない。（略） 

 

 ● 『憲法』（抄） 
第81条 国は、景気循環の後退期及び拡大期を考慮して、その予算の歳入と歳出の均衡を保障する。（中略）予算法の内容並びに行政全
体の予算の歳入と歳出の均衡及び債務の持続可能性を保障するための基本的な規定及び基準は、憲法的法律で定める原則を遵守して、
各議院の構成員の絶対多数で可決される法律により定める。  
第97条 行政は、欧州連合の法規と一致するよう、予算の均衡及び公的債務の持続可能性を保障する。 

    ドイツ  

  2012 2013 2014 2015 2016 2017 
現実の財政収支 ▲4.5 ▲3.0 ▲2.2 ▲1.3 ▲0.6 ▲0.3 
景気循環要因 ▲0.8 ▲1.2 ▲1.0 ▲0.8 ▲0.5 ▲0.3 
一時的要因 ▲0.1 ▲0.2 ▲0.1 0.0 0.0 0.0 

構造的財政収支（対潜在的GDP比） ▲3.6 ▲1.6 ▲1.1 ▲0.5 0.0 0.0 

    イタリア  
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